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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のＯＮＵと、前記複数のＯＮＵに光カプラを介して接続されるＯＬＴとで構成され
、前記複数のＯＮＵから前記ＯＬＴへの同一波長帯域の上り信号を時分割多重して通信す
るＰＯＮシステムにおいて、
　前記ＯＮＵは、
　前記ＯＬＴから第１波長または第４波長の下り信号を受信する加入者側通信用光受信部
と、
　前記ＯＬＴに第２波長の上り信号を送信する加入者側通信用光送信部と、
　前記ＯＬＴに第３波長の上り信号を送信する加入者側制御用光送信部と、
　前記ＯＬＴとの通信を制御する加入者側制御部と、
　自装置の電源断を検出する電源断検出部と、
　前記加入者側制御用光送信部をオンオフして１ｂｉｔのパルス信号を送信するパルス変
調部と
　を有し、
　前記加入者側制御部は、前記加入者側通信用光受信部および前記加入者側通信用光送信
部により前記ＯＬＴとユーザデータの通信を行い、前記電源断検出部が自装置の電源断を
検出した場合のみ前記加入者側制御用光送信部を介して電源断信号を前記ＯＬＴに送信し
、
　前記電源断検出部は、自装置の電源断を検出した場合に、前記加入者側制御部を介さず



(2) JP 5655019 B2 2015.1.14

10

20

30

40

50

に前記パルス変調部に検出信号を直接出力して前記加入者側制御用光送信部から１ｂｉｔ
のパルス信号をＯＡＭ規格に対応するダイイングギャスプ信号の代わりに前記ＯＬＴに送
信し、
　前記ＯＬＴは、
　前記複数のＯＮＵに第１波長または第４波長の下り信号を送信する局側通信用光送信部
と、
　前記複数のＯＮＵから第２波長の上り信号を受信する局側通信用光受信部と、
　前記複数のＯＮＵから第３波長の上り信号を受信する局側制御用光受信部と、
　前記複数のＯＮＵとの通信を制御する局側制御部と、
　前記複数のＯＮＵとの間に形成されるロジカルリンクの状態を検出するリンク検出部と
、
　前記リンク検出部が検出するロジカルリンク状態が変化した時刻情報と、当該ロジカル
リンクに対応する前記ＯＮＵの装置識別情報とを履歴に保存するログ保存部と
　を有し、
　前記局側制御部は、前記局側制御用光受信部を介して前記ＯＮＵから１ｂｉｔの前記パ
ルス信号を受信した場合に、前記履歴を参照して前記パルス信号の受信直後にロジカルリ
ンク断を検出している前記ＯＮＵに電源断が発生したと判断する
　ことを特徴とするＰＯＮシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の加入者側通信装置と、複数の加入者側通信装置に光カプラを介して接
続される局側通信装置とで構成される光通信システムに関し、特に加入者側通信装置をＯ
ＮＵ（Optical Network Unit）、局側通信装置をＯＬＴ（Optical Line Terminater）と
するＰＯＮ（Passive Optical Network）システムに適用される。
【背景技術】
【０００２】
　近年、光通信ネットワークを実現する技術としてＰＯＮシステムが広く使用されている
。ＰＯＮシステムは、光信号を光カプラのような受動（Passive）素子を用いて分岐する
ことで、局側通信装置（ＯＬＴ）に接続された一本の光ファイバを複数の加入者側通信装
置（ＯＮＵ）で共有することができ、光通信ネットワークの低価格化を実現することがで
きる。
【０００３】
　ＰＯＮシステムでは、局側通信装置から各加入者側通信装置への下り方向の光信号は、
複数の加入者側通信装置へのデータを時分割多重した同一波長帯域の信号で構成され、光
カプラで分岐されて各加入者側通信装置に送信される。そして、各加入者側通信装置は局
側通信装置から受信する光信号から自分宛のデータのみを抽出し、それ以外のデータは破
棄する。一方、各加入者側通信装置から局側通信装置へ送信される上り方向のそれぞれの
光信号は、同一波長帯域で互いに重複しないタイミングで送信され、光カプラで合流して
局側通信装置に送られる。このため、複数の加入者側通信装置から送信される光信号のデ
ータが衝突しないように、各加入者側通信装置のデータの送信タイミングとデータ送信量
とが局側通信装置によって制御され、各加入者側通信装置は許可された送信タイミングで
データを送信する必要がある。
【０００４】
　そして、加入者側通信装置に電源断が発生した時に自装置の動作が停止する前に局側通
信装置に電源断信号（ダイイングギャスプ）を送信する機能が用いられている。これによ
り、局側通信装置は、加入者側通信装置とのリンク断を検出した時に、加入者側通信装置
の電源断によるものなのか、加入者側通信装置に接続される光ファイバーの障害によるも
のなのか、原因を切り分けることができる。
【０００５】
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　ところが、従来はダイイングギャスプの上り信号発出時に、送信タイミングの割り当て
を得るためのシーケンスをＯＬＴとの間で行った後、ダイイングギャスプを送信する必要
があった。このため、電源断後にダイイングギャスプを送信するまでの時間だけ装置を動
作させなければならず、容量の大きなコンデンサを搭載しなければならなかった。特に、
容量の大きなコンデンサとして知られる専用のスーパーキャパシタは高価なため、汎用の
コンデンサを並列接続して使用するのが一般に行われ、基盤の高さが高くなったり、装置
本来の回路を搭載する実装面積が小さくなるなど、様々な問題があった。
【０００６】
　そこで、電源断時に不必要な回路の動作を停止してできるだけ省電力化する方法などが
検討されていた（例えば、特許文献１参照）。或いは、大容量のコンデンサを外部の回路
に搭載するなどの検討もなされていた（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－１１８２９０号公報
【特許文献１】特開２０１０－２５２１９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、従来はダイイングギャスプを通常のデータ通信を行う波長帯域を利用し
て送信するため、送信前に送信タイミングの割り当てを得るためのシーケンスをＯＬＴと
の間で行わなければならず、電源断後に直ぐにダイイングギャスプを送信できないため、
ダイイングギャスプを送信するまでの時間だけ装置を動作させなければならないという課
題は解決されなかった。
【０００９】
　上記課題に鑑み、本発明の目的は、電源断時に直ぐにダイイングギャスプを送信できる
ようにすることで、大容量のコンデンサを搭載する必要がない光通信システムを提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る光通信システムは、複数のＯＮＵと、前記複数のＯＮＵに光カプラを介し
て接続されるＯＬＴとで構成され、前記複数のＯＮＵから前記ＯＬＴへの同一波長帯域の
上り信号を時分割多重して通信するＰＯＮシステムにおいて、前記ＯＮＵは、前記ＯＬＴ
から第１波長または第４波長の下り信号を受信する加入者側通信用光受信部と、前記ＯＬ
Ｔに第２波長の上り信号を送信する加入者側通信用光送信部と、前記ＯＬＴに第３波長の
上り信号を送信する加入者側制御用光送信部と、前記ＯＬＴとの通信を制御する加入者側
制御部と、自装置の電源断を検出する電源断検出部と、前記加入者側制御用光送信部をオ
ンオフして１ｂｉｔのパルス信号を送信するパルス変調部とを有し、前記加入者側制御部
は、前記加入者側通信用光受信部および前記加入者側通信用光送信部により前記ＯＬＴと
ユーザデータの通信を行い、前記電源断検出部が自装置の電源断を検出した場合のみ前記
加入者側制御用光送信部を介して電源断信号を前記ＯＬＴに送信し、前記電源断検出部は
、自装置の電源断を検出した場合に、前記加入者側制御部を介さずに前記パルス変調部に
検出信号を直接出力して前記加入者側制御用光送信部から１ｂｉｔのパルス信号をＯＡＭ
規格に対応するダイイングギャスプ信号の代わりに前記ＯＬＴに送信し、前記ＯＬＴは、
前記複数のＯＮＵに第１波長または第４波長の下り信号を送信する局側通信用光送信部と
、前記複数のＯＮＵから第２波長の上り信号を受信する局側通信用光受信部と、前記複数
のＯＮＵから第３波長の上り信号を受信する局側制御用光受信部と、前記複数のＯＮＵと
の通信を制御する局側制御部と、前記複数のＯＮＵとの間に形成されるロジカルリンクの
状態を検出するリンク検出部と、前記リンク検出部が検出するロジカルリンク状態が変化
した時刻情報と、当該ロジカルリンクに対応する前記ＯＮＵの装置識別情報とを履歴に保



(4) JP 5655019 B2 2015.1.14

10

20

30

40

50

存するログ保存部とを有し、前記局側制御部は、前記局側制御用光受信部を介して前記Ｏ
ＮＵから１ｂｉｔの前記パルス信号を受信した場合に、前記履歴を参照して前記パルス信
号の受信直後にロジカルリンク断を検出している前記ＯＮＵに電源断が発生したと判断す
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明に係る光通信システムは、電源断時に直ぐにダイイングギャスプを送信できるよ
うにすることで、従来よりも小容量のコンデンサで対応できる。これにより、本来の回路
に使用できる基盤の実装面積が大きくなり、基盤の高さも低くすることができ、加入者側
通信装置の小型化を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】ＰＯＮシステム１００の構成例を示す図である。
【図２】ＯＮＵ１０３の構成例を示す図である。
【図３】大容量のコンデンサがある場合のＯＮＵ１０３の構成例を示す図である。
【図４】ＯＬＴ１０１の構成例を示す図である。
【図５】電源断時の処理例を示すフローチャートである。
【図６】ＯＮＵ１０３ａの構成例を示す図である。
【図７】ログの一例を示す図である。
【図８】ＯＮＵ１０３ｂの構成例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る光通信システムの実施形態としてＰＯＮシステム１００について詳
しく説明する。尚、ＰＯＮシステム１００である必要はなく、同一の波長帯域を親局から
割り当てられたタイミングで時分割多重してデータを送信する複数の子局で構成される光
通信システムであれば同様に適用可能である。
【００２１】
　図１は、本実施形態に係るＰＯＮシステム１００の構成例を示す図である。図１におい
て、ＰＯＮシステム１００は、局側通信装置であるＯＬＴ１０１と、光カプラ１０２と、
加入者側通信装置であるＯＮＵ１０３（１０３ａ、１０３ｂ、１０３ｃ）とで構成される
。ここで、以降の説明において、ＯＮＵ１０３ａ、ＯＮＵ１０３ｂおよびＯＮＵ１０３ｃ
に共通の事項を説明する場合は符号末尾のアルファベットを省略してＯＮＵ１０３と表記
し、特定の加入者側通信装置を示す場合は符号にアルファベットを付加して例えばＯＮＵ
１０３ａのように表記する。加入者端末１０４についても同様に表記する。
【００２２】
　ここで、ＯＬＴ１０１は、局側のＰＯＮ通信装置で、例えばＯＮＵ１０３の通信速度に
応じて１０Ｇｂｐｓの通信速度を有する１０Ｇ－ＥＰＯＮと１Ｇｂｐｓの通信速度を有す
るＧＥ－ＰＯＮとに対応する回路を有する。ＯＮＵ１０３は、加入者側のＰＯＮ通信装置
で、例えば１０Ｇ－ＥＰＯＮまたはＧＥ－ＰＯＮに対応する装置である。また、加入者端
末１０４は、パソコンやルータなどユーザー側の端末装置で構成される。
【００２３】
　図１において、ＰＯＮシステム１００は、ＯＬＴ１０１から各ＯＮＵ１０３に対して送
信される下り方向の光信号（波長帯域：１０Ｇ－ＥＰＯＮ用λ１またはＧＥ－ＰＯＮ用λ
４）には、ＯＮＵ１０３ａに対するデータａと、ＯＮＵ１０３ｂに対するデータｂと、Ｏ
ＮＵ１０３ｃに対するデータｃとが時分割多重されている。下り方向の光信号は、受動素
子である光カプラ１０２で単純に複数の光信号に分岐され、分岐先の全てのＯＮＵ１０３
に全データ（データａ、データｂおよびデータｃ）が送信される。そして、ＯＮＵ１０３
では、自装置宛のデータのみを取り出して他装置宛のデータを破棄する。例えば、ＯＮＵ
１０３ａではデータａのみを取り出して加入者端末１０４ａ側に出力し、データｂおよび
データｃは破棄される。
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【００２４】
　一方、加入者端末１０４側に接続されるユーザーのパソコンやルーターなどの装置から
送信されるデータは、各加入者端末１０４側のＯＮＵ１０３から上り方向の光信号（波長
帯域：λ２）として下り信号とは異なる波長帯域λ２でＯＬＴ１０１に送信される。ここ
で、各ＯＮＵ１０３は、同一の波長帯域λ２を使用するので、ＯＬＴ１０１から上り方向
のデータの送信タイミングや送信データ量などが指定されており、指定されたタイミング
でデータを送信する。例えばＯＮＵ１０３ａは送信タイミングＴａで加入者端末１０４ａ
のデータＡを送信し、ＯＮＵ１０３ｂは送信タイミングＴｂで加入者端末１０４ｂのデー
タＢを送信する。同様に、ＯＮＵ１０３ｃは送信タイミングＴｃで加入者端末１０４ｃの
データＣを送信する。そして、全てのデータは、光カプラ１０２で合流し、時分割多重さ
れてＯＬＴ１０１まで送信される。このようにして、光カプラ１０２で合流する際に、他
のデータに重ならないように、送信タイミングＴａ，ＴｂおよびＴｃと送信データ量がＯ
ＬＴ１０１により制御される。
【００２５】
　また、ＯＬＴ１０１は、各ＯＮＵ１０３にロジカルリンクＩＤ（ＬＬＩＤ）を割り当て
て各ＯＮＵ１０３との通信を管理し、ロジカルリンクの状態をモニタして接続や切断の日
時を履歴に保存する。ところが、ＯＮＵ１０３のロジカルリンク断が検出された場合に、
ＯＮＵ１０３との間の光ファイバー障害が原因なのか、ＯＮＵ１０３の電源断が原因なの
かを保守のために判別する必要がある。そこで、一般的なＯＮＵ１０３では、電源断が発
生した場合に、一定時間だけ動作できるように電源に大容量のコンデンサが配置されてい
る。そして、大容量のコンデンサのチャージが無くなるまでの一定時間に、波長帯域λ２
の上り信号の許可を得るためのシーケンスをＯＬＴ１０１との間で行い、ダイイングギャ
スプと呼ばれる電源断信号をＯＬＴ１０１に送信する。これにより、ＯＬＴ１０１側では
、ＯＮＵ１０３のロジカルリンク断が検出された場合でも当該ＯＮＵ１０３からダイイン
グギャスプを受信した場合は、ＯＮＵ１０３との間の光ファイバーには問題がないと判断
できる。
【００２６】
　しかしながら、ＯＮＵ１０３は、ダイイングギャスプを送信するために、波長帯域λ２
の上り信号の送信許可を得るためのシーケンスを実行しなければならず、大容量のコンデ
ンサを搭載する必要がある。特に、専用のスーパーキャパシタなどの部品は高価なので、
安価な通常の電解コンデンサを並列に配置されることが多く、コンデンサに大きな実装面
積が必要となり、基盤の高さが高くなるという問題が生じる。そこで、本実施形態に係る
ＰＯＮシステム１００では、ＯＮＵ１０３とＯＬＴ１０１との間でユーザーデータを送受
信するための下り信号（波長帯域λ１またはλ４）および上り信号（波長帯域λ２）とは
異なる第３の波長帯域（λ３）の上り信号を送信するための回路を搭載し、この第３の波
長帯域でダイイングギャスプを送信する。これにより、他のＯＮＵ１０３の上り信号との
衝突を心配する必要がないので、ＯＬＴ１０１に上り信号の許可を得るためのシーケンス
を実行する必要もなくなる。そして、ＯＮＵ１０３は、電源断が発生して直ぐにダイイン
グギャスプを送信できるので、従来よりも小容量のコンデンサで済ませることができ、実
装面積や基盤の高さの問題を回避することができる。尚、図１の例では、ＯＮＵ１０３ａ
、ＯＮＵ１０３ｂおよびＯＮＵ１０３ｃの３つのＯＮＵ１０３が同時にダイイングギャス
プＤＧを送信する場合に衝突が発生する恐れがあるが、ＯＮＵ１０３の電源断が完全に同
時に発生する確率は低く、且つダイイングギャスプの送信時間は非常に短いので、信号が
衝突する確立は非常に小さい。また、広域の停電発生時に同地域のＯＮＵ１０３が一斉に
ダイイングギャスプを送信する可能性があるが、電力会社の停電情報などを参照すること
により、ロジカルリンク断の原因が光ファイバー障害によるものではないと判断できるの
で問題は生じない。
【００２７】
　［ＯＮＵ１０３の構成例］
　次に、ＯＮＵ１０３の構成例について図２を用いて説明する。図２において、ＯＮＵ１
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０３は、光送受信回路２０１と、ＰＯＮＬＳＩ２０２と、ＬＡＮＩ／Ｆ２０３と、電源回
路２０４と、電圧監視回路２０５とを有する。
【００２８】
　光送受信回路２０１は、ＯＬＴ１０１との間で光ファイバーを介してユーザーデータや
制御データを送受信する光信号と電気信号とを相互に変換するための回路で、図２の例で
は、光合波分波器２５１と、光受信器２５２と、光送信器２５３と、専用光送信器２５４
とを有する。光受信器２５２は、１０ＧＥ－ＰＯＮに対応する波長λ１の光信号を電気信
号に変換する光モジュールで構成され、ＯＬＴ１０１から送信される波長帯域λ１の下り
信号を受信データに変換してＰＯＮＬＳＩ２０２に出力する。また、光送信器２５３は、
１０ＧーＥＰＯＮに対応する波長λ２のレーザーなどで構成され、ＰＯＮＬＳＩ２０２か
ら出力される送信データを光信号に変換して波長帯域λ２の上り信号としてＯＬＴ１０１
に送信する。また、専用光送信器２５４は、ダイイングギャスプの電気信号を光信号に変
換して送信するレーザーなどで構成され、ダイイングギャスプ信号（ＤＧ信号）をＯＬＴ
１０１側に送信するための専用の送信器で波長帯域はλ３を使用する。
【００２９】
　尚、専用光送信器２５４は、１０ＧーＥＰＯＮ、ＧＥ－ＰＯＮ、或いは独自の方式でも
構わず、ＯＬＴ１０１側の受信器と通信できるようになっていれば構わない。また、波長
帯域λ１と、波長帯域λ２と、波長帯域λ３は、互いに波長が異なり、例えば１０Ｇ－Ｅ
ＰＯＮ規格において、上り波長帯域は１２６０ｎｍから１２８０ｎｍ、下り波長帯域は１
５７５ｎｍから１５８０ｎｍが使用されるので、これらの波長帯域以外の空いている波長
帯域をダイイングギャスプ信号用として使用する。そして、これらの波長帯域が異なる光
信号は、ＷＤＭ機能を有する光合波分波器２５１で各波長帯域に応じて合波または分波さ
れ、光受信器２５２、光送信器２５３、専用光送信器２５４に入出力される。
【００３０】
　ＰＯＮＬＳＩ２０２は、ＰＯＮ規格に従った通信を制御する専用チップなどで構成され
る制御部で、図２の例ではＯＮＵ制御部２５５と、制御信号発生部２５６とを有する。尚
、本実施形態に係るＰＯＮシステム１００の特徴が分かり易いように、制御信号発生部２
５６をＯＮＵ制御部２５５とは別のブロックにしたが、同じブロックであってもよく、い
ずれの場合でもＰＯＮＬＳＩ２０２の機能の１つである。図２において、ＯＮＵ制御部２
５５は、ＰＯＮ規格に従ってＬＡＮＩ／Ｆ２０３を介して接続される加入者端末１０４が
送受信するユーザーデータや制御信号発生部２５６が生成するＰＯＮ規格に従った様々な
制御データを光送受信回路２０１を介してＯＬＴ１０１との間で送受信する。特に本実施
形態では、制御信号発生部２５６はダイイングギャスプ（Ｄｙｉｎｇ　Ｇａｓｐ）信号を
生成して送信する。
【００３１】
　ＬＡＮＩ／Ｆ２０３は、加入者端末１０４をＯＮＵ１０３にＬＡＮ接続するためのイン
ターフェースを提供する専用のチップを搭載する。
【００３２】
　電源回路２０４は、外部電源から電源線２０６を介して供給される電源（例えば直流電
源）をＯＮＵ１０３の各部に必要な電圧に変換する回路で、光送受信回路２０１、ＰＯＮ
ＬＳＩ２０２、ＬＡＮＩ／Ｆ２０３などに図２の点線ｐｏｗｅｒで示した配線により供給
する。尚、外部電源入力は、ＡＣアダプタなど外部から供給される電源である。
【００３３】
　電圧監視回路２０５は、外部電源入力の電圧低下を監視する回路で、例えば外部電源か
ら電源線２０６を介して供給される電源の電圧をモニタして予め設定した電圧値以下にな
った時に、電源断を示す検出信号を出力する。図２の例では、検出信号はＰＯＮＬＳＩ２
０２の制御信号発生部２５６に出力され、制御信号発生部２５６は検出信号の入力をトリ
ガとしてダイイングギャスプ（Ｄｙｉｎｇ　Ｇａｓｐ）信号を生成して送信するようＯＮ
Ｕ制御部２５５に出力する。これを受けたＯＮＵ制御部２５５は、即時、光送受信回路２
０１の専用光送信器２５４から波長帯域λ３でダイイングギャスプ信号（ＤＧ信号）を送
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信する。ここで、従来は、ＯＮＵ制御部２５５は、光送受信回路２０１のユーザーデータ
送信用の光送信器２５４から波長帯域λ２でダイイングギャスプ信号（ＤＧ信号）を送信
するために、ＯＬＴ１０１との間で送信タイミングなどを取得するための所定のシーケン
スを実行後に、ＯＬＴ１０１から割り当てられた送信タイミングでＤＧ信号を送信してい
たので、ＤＧ信号を送信するまでにある程度の時間だけＯＮＵ１０３を動作させる必要が
あった。このため、図３に示すように、外部電源入力に大容量のコンデンサ２０７を搭載
しなければならなかったが、図２の例では、電圧監視回路２０５が外部電源入力の電圧低
下を検出したら直ぐに専用光送信器２５４からＤＧ信号を送信するので、大容量のコンデ
ンサ２０７が不要になり、電源回路２０４に内蔵されている小容量のコンデンサで済ませ
ることができる。
【００３４】
　［ＯＬＴ１０１の構成例］
　次に、ＯＬＴ１０１の構成例について図４を用いて説明する。図４において、ＯＬＴ１
０１は、光送受信回路３０１と、ＯＬＴ制御部３０２と、光送受信器３０３と、監視通信
Ｉ／Ｆ３０４とを有する。
【００３５】
　光送受信回路３０１は、複数のＯＮＵ１０３との間で光ファイバーを介してユーザーデ
ータや制御データを送受信するための回路で、図４の例では、光合波分波器３５１と、光
送信器３５２と、光受信器３５３と、専用光受信器３５４と、光送信器３５２ｂとを有す
る。
【００３６】
　光送信器３５２はＯＬＴ制御部３０２から出力される送信データを光信号に変換して波
長帯域λ１の下り信号として複数のＯＮＵ１０３に時分割多重して送信し、光受信器３５
３は複数のＯＮＵ１０３から時分割で送信される波長帯域λ２の上り信号を受信データに
変換してＯＬＴ制御部３０２に出力する。また、専用光受信器３５４は、電源断が発生し
たＯＮＵ１０３からダイイングギャスプ信号（ＤＧ信号）を受信するための専用の受信器
で波長帯域はλ３を使用する。ここで、ＯＬＴ１０１は、通信速度が１０Ｇｂｐｓと１Ｇ
ｂｐｓのＰＯＮ規格に対応する局側装置で、光送信器３５２は１０Ｇｂｐｓの通信速度を
有するＯＮＵ１０３との通信に対応し、光受信器３５３は、ＯＮＵ１０３の波長帯域λ２
の光信号を受信し、光送信器３５２ｂは波長帯域がλ４を使用する１Ｇｂｐｓの通信速度
を有するＯＮＵ１０３との通信に対応する。ここで、波長帯域λ１と、波長帯域λ２と、
波長帯域λ３と、波長帯域λ４とは、互いに波長が異なる。そして、これらの光信号は、
光合波分波器３５１で各波長に応じて合波または分波され、光送信器３５２、光受信器３
５３、専用光受信器３５４および光受信器３５３ｂにそれぞれ入出力される。
【００３７】
　ＯＬＴ制御部３０２は、ＰＯＮ規格に従って動作する制御部で、複数のＯＮＵ１０３と
の間でユーザーデータやＰＯＮ規格に従った様々な制御データを光送受信回路３０１を介
して送受信する。そして、ユーザーデータは光送受信器３０３を介して上位網に送受信さ
れ、ＰＯＮ制御に関係する制御データを処理して、複数のＯＮＵ１０３の送信タイミング
や送信データ量、配下のＯＮＵ１０３の警報管理やロジカルリンクの状態検出や履歴管理
などを行う。特に本実施形態では、ＯＮＵ１０３のロジカルリンク断を検出した場合に光
ファイバーの障害によるものなのか、ＯＮＵ１０３の電源断によるものなのかを判定し、
監視通信Ｉ／Ｆ３０４を介して監視装置３０５に出力し、管理者に通知する。このように
して、管理者はＰＯＮシステム１００を運用管理することができる。
【００３８】
　光送受信器３０３は、上位網に接続される光インターフェースである。
【００３９】
　監視通信Ｉ／Ｆ３０４は、ユーザーデータの通信とは異なる別の監視網に接続され、遠
方の監視装置３０５との間で警報や制御コマンドなどを送受信するためのインターフェー
スを提供する。例えばＯＬＴ制御部３０２は、ＯＮＵ１０３との間のロジカルリンク接続
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状況に変化が生じた場合や警報を受信した場合などに監視装置３０５に通知する。
［ＯＮＵ１０３の電源断時の処理］
　次に、ＯＮＵ１０３の電源断時の処理について、図５のフローチャートを用いて説明す
る。
【００４０】
　（ステップＳ１０１）ＯＮＵ１０３の電圧監視回路２０５は、外部電源の電圧をモニタ
する。
【００４１】
　（ステップＳ１０２）電圧監視回路２０５は、ステップＳ１０１で計測した電圧値が予
め設定した閾値以下であるか否かを判別し、電源電圧が閾値以下であれば電源断が発生し
たと判断してステップＳ１０３に進み、電源電圧が閾値より大きい場合はステップＳ１０
１に戻って電源電圧のモニタを継続する。
【００４２】
　（ステップＳ１０３）ステップＳ１０２で電源断が検出された場合、ＯＮＵ１０３はＯ
ＬＴ１０１側にダイイングギャスプ（Ｄｙｉｎｇ　Ｇａｓｐ）信号を送信する。例えば図
２の場合、電圧監視回路２０５が電源断の検出信号をＰＯＮＬＳＩ２０２に出力する。そ
して、これを受けたＰＯＮＬＳＩ２０２の制御信号発生部２５６は、従来と同様のＯＡＭ
（Operation Administration and Maintenance）規格に対応するＤｙｉｎｇ　Ｇａｓｐ信
号を生成してＯＡＭフラグによりＯＮＵ制御部２５５に出力し、ＯＮＵ制御部２５５は直
ちに光送受信回路２０１の専用送受信器２５４を介してＤＧ信号をＯＬＴ１０１側に送信
する。尚、ステップＳ１０３のＤＧ信号を送信する他の方法については、後で詳しく説明
する。
【００４３】
　（ステップＳ１０４）外部電力が供給されないので、電源回路２０４の電源供給がダウ
ンしてＯＮＵ１０３の動作は停止する。尚、電源回路２０４内部のコンデンサにより、ス
テップＳ１０３を実行する短時間だけ、ＯＮＵ１０３は動作するものとする。
【００４４】
　ここで、従来は、ステップＳ１０２とステップＳ１０３との間にステップＳ１５１「ダ
イイングギャスプ信号を送信するための所定のシーケンスをＯＬＴ１０１側と行う」を実
行する必要があったので、ステップＳ１５１を実行する時間、ＯＮＵ１０３を動作させな
ければならず、図３で説明したように電源回路２０４内部のコンデンサとは別に大容量の
コンデンサ２０７を搭載する必要があった。
【００４５】
　これに対して、本実施形態に係るＰＯＮシステム１００では、ＯＮＵ１０３は外部電源
の電源断を検出すると直ぐにダイイングギャスプ信号を送信するのでステップＳ１５１の
処理を省略でき、処理時間が短くなるので大容量のコンデンサ２０７を搭載する必要がな
くなる。
【００４６】
　［応用例１］
　上記の実施形態では、従来と同様のＯＡＭ規格に対応するダイイングギャスプ信号をＰ
ＯＮＬＳＩ２０２から送信するようにしたが、ＰＯＮＬＳＩ２０２を経由して処理を行う
時間が必要になる。そこで、応用例１では、図６に示すように、ＯＮＵ１０３’は、ＰＯ
ＮＬＳＩ２０２を介さずにＯＬＴ１０１にダイイングギャスプ信号を送信する。尚、図６
において、図２と同符号のブロックは同じものを示す。図６のＯＮＵ１０３’と図２のＯ
ＮＵ１０３との違いは、光送受信回路２０１ａにパルス変調部２６１が設けられているこ
とと、電圧監視回路２０５ａの電源断の検出信号がＰＯＮＬＳＩ２０２ではなくパルス変
調部２６１に出力されることである。
【００４７】
　図６において、電圧監視回路２０５ａから検出信号を受けたパルス変調部２６１は、専
用光送信器２５４のレーザーダイオードを短い時間だけオンにして波長帯域λ３の１ｂｉ



(9) JP 5655019 B2 2015.1.14

10

20

30

40

50

ｔのパルス信号をＯＬＴ１０１に送信する。これにより、ＰＯＮＬＳＩ２０２でＯＡＭ規
格に対応するダイイングギャスプ信号を生成して送信する必要がないので、図２のＯＮＵ
１０３の場合よりも更に速く電源断を通知するダイイングギャスプ信号（ＤＧ信号）をＯ
ＬＴ１０１に送信することができる。尚、ダイイングギャスプ信号はＯＡＭ規格に対応す
る名称の信号なので、厳密にはパルス信号と異なるが、ここでは電源断をＯＬＴ１０１に
通知するための信号をダイイングギャスプ信号と称するものとする。
【００４８】
　このようにして、応用例１のＯＮＵ１０３’は、パルス信号によるダイイングギャスプ
信号をＰＯＮＬＳＩ２０２を介さずに送信するので、より迅速な電源断の通知が可能にな
り、大容量のコンデンサ２０７を搭載する必要がなくなる。
【００４９】
　ここで、複数のＯＮＵ１０３がＯＬＴ１０１に収容される場合、パルス信号を受信した
ＯＬＴ１０１はどのＯＮＵ１０３が送信したのか分からないという問題が生じる。そこで
、ＯＬＴ制御部３０２は、配下のＯＮＵ１０３の警報やロジカルリンクの状態などの履歴
（ログ）を参照して、パルス信号を送信したＯＮＵ１０３を特定する処理を行う。図７に
ログの例を示す。ここで、図１のＯＮＵ１０３ａのロジカルリンクＩＤ（ＬＬＩＤ）をＬ
ＬＩＤ：１、ＯＮＵ１０３ｂのロジカルリンクＩＤ（ＬＬＩＤ）をＬＬＩＤ：２、ＯＮＵ
１０３ｃのロジカルリンクＩＤ（ＬＬＩＤ）をＬＬＩＤ：３とする。
【００５０】
　図７において、日時：2012/1/1の10:25:30にＯＮＵ１０３ａとのロジカルリンクが確立
し、日時：2012/1/1の15:11:05にＯＮＵ１０３ｂとのロジカルリンクが確立し、日時：20
12/1/1の17:35:28にＯＮＵ１０３ｃとのロジカルリンクが確立している。そして、ＯＬＴ
制御部３０２は、日時：2012/1/1の21:45:00に上記で説明したパルス信号（電源断を示す
ＤＧ信号）を受信し、その直後の日時：2012/1/1の21:45:01にＯＮＵ１０３ａ（ＬＬＩＤ
：１）とのロジカルリンクの切断を検出している。そこで、ＯＬＴ制御部３０２は、パル
ス信号を送信したＯＮＵ１０３は、パルス信号の受信の直後にロジカルリンク断を検出し
たＬＬＩＤ：１のＯＮＵ１０３ａであると判断する。
【００５１】
　このようにして、応用例１のＯＮＵ１０３’は、パルス信号によるダイイングギャスプ
信号をＰＯＮＬＳＩ２０２を介さずに送信するので、より迅速な電源断の通知が可能にな
り、且つ、履歴を参照することによって、電源断が発生したＯＮＵ１０３を特定すること
が可能になる。これにより、従来と同様のダイイングギャスプの機能を維持しながらＯＮ
Ｕ１０３に大容量のコンデンサ２０７を搭載する必要がなくなる。
【００５２】
　［応用例２］
　応用例１では、単純なオンオフだけの１ｂｉｔのパルス信号をダイイングギャスプ信号
として送信するようにしたので、ＯＬＴ１０１側で履歴を参照して、パルス信号を送信し
たＯＮＵ１０３を特定する処理を行う必要があった。そこで、応用例１と同様にダイイン
グギャスプ信号をＰＯＮＬＳＩ２０２を介さずに送信しながら容易にダイイングギャスプ
信号を送信したＯＮＵ１０３を特定できる応用例２について説明する。
【００５３】
　図６のＯＮＵ１０３’との違いは、光送受信回路２０１ｂに変調部２６２と、メモリ２
６３とが設けられていることである。尚、電圧監視回路２０５ａの電源断の検出信号は、
図６のＯＮＵ１０３’と同様に、ＰＯＮＬＳＩ２０２ではなく変調部２６２に出力される
。
【００５４】
　図８のＯＮＵ１０３’’において、電圧監視回路２０５ａから検出信号を受けた変調部
２６２は、専用光送信器２５４のレーザーダイオードをメモリ２６３に記憶されたデジタ
ル情報に従って変調する。尚、変調方法は、例えばデジタルの”１”、”０”をＮＲＺ（
Non Return to Zero）などの変調方法を用いてもよいし、別の変調方法を用いてもよい。
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【００５５】
　ここで、メモリ２６３に記憶するデジタル情報は、ＯＮＵ１０３固有の６バイトのＭＡ
Ｃアドレスでもよいし、ＯＬＴ１０１から割り当てられた２バイトのロジカルリンクＩＤ
でもよい。
【００５６】
　このようにして、応用例２のＯＮＵ１０３’’は、ＯＮＵ１０３を特定するためのＭＡ
ＣアドレスやロジカルリンクＩＤによるダイイングギャスプ信号をＰＯＮＬＳＩ２０２を
介さずに送信するので、迅速な電源断の通知が可能になり、大容量のコンデンサ２０７を
搭載する必要がなくなる。
【００５７】
　尚、本発明に係る光通信システムについて、各実施例を挙げて説明してきたが、その精
神またはその主要な特徴から逸脱することなく他の多様な形で実施することができる。そ
のため、上述した実施例はあらゆる点で単なる例示に過ぎず、限定的に解釈してはならな
い。本発明は、特許請求の範囲によって示されるものであって、本発明は明細書本文には
なんら拘束されない。さらに、特許請求の範囲の均等範囲に属する変形や変更は、全て本
発明の範囲内である。
【符号の説明】
【００５８】
１００・・・ＰＯＮシステム
１０１・・・ＯＬＴ
１０２・・・光カプラ
１０３，１０３ａ，１０３ｂ，１０３ｃ，１０３’，１０３’’・・・ＯＮＵ
１０４，１０４ａ，１０４ｂ，１０４ｃ・・・加入者端末
２０１，２０１ａ，２０１ｂ・・・光送受信回路
２０２・・・ＰＯＮＬＳＩ
２０３・・・ＬＡＮＩ／Ｆ
２０４・・・電源回路
２０５，２０５ａ・・・電圧監視回路
２５１・・・光合波分波器
２５２・・・光受信器
２５３・・・光送信器
２５４・・・専用光送信器
２５５・・・ＯＮＵ制御部
２５６・・・制御信号発生部
３０１・・・光送受信回路
３０２・・・ＯＬＴ制御部
３０３・・・光送受信器
３０４・・・監視通信Ｉ／Ｆ
３５１・・・光合波分波器
３５２・・・光送信器
３５３・・・光受信器
３５４・・・専用光受信器
３５２ｂ・・・光送信器
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